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ナスカ株式会社の株式取得に関するお知らせ 

 

本日、当社の子会社でありますグローリー商事株式会社は、ナスカ株式会社の主要株主であ

ります丸紅株式会社並びに伊藤忠商事株式会社の両社から、両社が保有するナスカ株式会社の

株式総てを取得いたしますので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．取得の理由 

   ナスカ株式会社は、平成7年12月に設立され、パチンコホール向けプリペイドカードシステム

のカード発行・販売および関連機器の販売・リースなどの事業を全国的に展開しております。 

   近年、カードシステムはパチンコ産業においてパチンコファンの利便性の向上、各種情報の

提供など様々なサービス向上に威力を発揮する一方、経営の効率化の観点からも欠かすこと

のできないものとなっております。 

当社をはじめグローリーグループでは、およそ 40年に亘り、パチンコホール向け玉・メダル貸

機、両替機など遊技関連機器の開発、販売を手がけてまいりました。 

従来、グローリーグループではカード関連機器は、カード会社を通じて販売してまいりました。

今後、カードシステムの役割はますます重要性が求められることから、この度の株式取得を機

に、パチンコホール向けカード関連機器を直接販売すると同時に、そのノウハウを追求し、ユー

ザーニーズにマッチした製品をトータルで提案してまいります。 

なお、グローリー商事株式会社はナスカ株式会社の株式を丸紅株式会社と伊藤忠商事株式

会社から取得することで、同社の筆頭株主となります。 

 

２．株式取得会社の概要 

 １）商 号 ナスカ株式会社 

 ２）代   表   者 代表取締役社長  北條 猛 

 ３）本 社 所 在 地 東京都台東区元浅草二丁目 6番 6号   

 ４）設 立 年 月 日 1995 年（平成 7年）12 月 20 日 

 ５）主な事業内容 遊技業界向けプリペイドカード発行・販売 

および関連機器の販売・リース 他 

 ６）従  業  員  数 72 名    （平成 17 年 3 月 31 日現在） 

 ７）資   本   金 40 億円    （    同      上    ） 

 ８）発行済み株式数 80,000 株    （    同      上    ） 

 ９）主な株主構成 丸紅株式会社、 

伊藤忠商事株式会社                   

他 18 社                   （    同      上    ） 

 10）最近事業年度における業績動向                      （単位 ： 百万円） 

              平成 15 年 3 月期 平成 16 年 3 月期 

売  上  高 13,545 11,721 

営 業 利 益   596   213 

経 常 利 益   634   241 

当期純利益   602   301 

総  資  産  8,279 10,129 

株 主 資 本  2,994  3,295 

※なお、上記売上高はカードなどの売上高を除いた数値を記載しております。 
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３．譲受会社の概況  

 １）商     号 グローリー商事株式会社 

 ２）代  表  者 代表取締役社長  尾上 佳雄 

 ３）本 社 所 在 地 大阪市北区西天満四丁目 8番 17 号 

 ４）主な事業内容 通貨処理機、情報処理機、自動販売機、 

カードシステム機器の販売、保守 

 ５）従 業 員 数 1,616 名    （平成 16 年 10 月 1 日現在） 

 ６）資  本  金 3 億 7,341 万円   （    同      上    ） 

 ７）当 社 との関 係 100％出資の子会社 

 

４．譲渡会社の概況 

 １）丸紅株式会社 

   ①代  表  者 取締役社長  勝俣 宣夫 

   ②本社所在地     東京都千代田区大手町一丁目 4番 2 号 

   ③主な事業内容     総合商社 

 ２）伊藤忠商事株式会社 

   ①代  表  者 代表取締役社長  小林 栄三 

   ②本社所在地     東京都港区北青山二丁目 5番１号 

   ③主な事業内容     総合商社 

 

５．譲渡会社の譲渡前・譲渡後の保有株式数 

 １）丸紅株式会社 

   ①譲渡前の保有株式数  33,144 株（所有割合 41.43％） 

   ②譲渡後の保有株式数    0株（所有割合   0％） 

 ２）伊藤忠商事株式会社 

   ①譲渡前の保有株式数  11,512 株（所有割合 14.39％） 

   ②譲渡後の保有株式数   0株（所有割合   0％） 

 

６．日程 

   平成 17 年 4 月 22 日  株式譲受契約締結日、株券引渡し日 

   

７．今後の見通し 

   現段階では、平成 18 年 3 月期の連結業績への影響については算定中であります。 

以上 

 

 

 


